（別紙）

「既存のサービス事業所の届出留意事項」
＜新設項目＞
	項番
	サービス種類
	該当箇所
	取扱い方針

	１


	訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

福祉用具貸与

居宅介護支援
	「中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）」欄

及び「中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）」欄の届出について


	「中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）」欄は「２：該当」だが、「中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）」は「１：非該当」の場合、当該加算がとれなくても新たな届出が必要となる。

	２
	短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護

介護老人福祉施設
	「看護体制加算」の届出について
	「その他該当する体制等」欄における表記は「あり・なし」だが、加算内容に変更があった場合には、届出が必要。
例えば、看護体制加算(Ⅰ)から看護体制加算(Ⅱ)に変更する場合、別紙１の記載内容に変更はないが、別紙９－２（または別紙９－３）の内容に変更があるため、届出が必要となる。


＜既存項目＞
	項番
	サービス種類
	変更点
	既存事業所の取扱い

	１
	訪問介護
	「その他該当する体制等」欄における

「特定事業所加算」

の要件を変更
	要件の変更に伴い、従来の届出内容に関わらず、算定を行うためには、新たな届出が必要となる。

	２
	通所介護
	「施設等の区分」欄における

「通常規模型事業所」

について、

「５：通常規模型事業所」

「６：大規模事業所（Ⅰ）」

の２つに区分を変更


	既存届内容が、「施設等の区分」欄において「４：通常規模型事業所」であり、前年度１月あたりの平均利用延人員が751～900人／月の事業所については、新たな施設等区分の届出が必要になる。

※前年度１月あたりの平均利用延人員が301～750人／月の事業所は、新たな施設等区分の届出は不要。

	３
	通所介護

	「その他該当する体制等」欄における
「大規模事業所」

を廃止し、

「施設等の区分」欄に

「６：大規模事業所（Ⅰ）」

「７：大規模事業所（Ⅱ）」

を新設
	既存届出内容が、「施設等の区分」欄において「４：通常規模型事業所」、及び「その他該当する体制等」欄における「大規模事業所」項目において「２：該当」である事業所については、算定を行うためには、新たな施設等区分の届出が必要になる。

	４
	通所介護

	「その他該当する体制等」欄における

「個別機能訓練体制」
「２：あり」

を

「２：加算Ⅰ」

「３：加算Ⅱ」

に細分化
	既存届出内容が「２：あり」で、新たな届出がない場合は「２：加算Ⅰ」とみなす。

	５
	通所リハビリテーション
	「施設等の区分」欄における
「１：通常規模の医療機関」

「２：小規模診療所」

「３：介護老人保健施設」

を廃止し、新たに

「４：通常規模の事業所」

「５：大規模の事業所（Ⅰ）」

「６：大規模の事業所（Ⅱ）」

を新設
	「施設等の区分」欄の変更に伴い、従来の届出内容に関わらず、算定を行うためには、新たな届出が必要となる。

	６
	通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護
	「その他該当する体制等」欄における

「栄養マネジメント体制」

を

「栄養改善体制」

に変更


	算定要件が同じため、新たな届出は不要である。

	７
	短期入所生活介護
短期入所療養介護

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

地域密着型介護老人福祉施設
	「その他該当する体制等」欄における

「栄養管理の評価」

を廃止し、

「療養食加算」

を新設
	新たな届出がない場合、「その他該当する体制等」欄における「療養食加算」は「１：なし」とみなす。

	８
	短期入所療養介護

介護予防短期入所療養介護

介護療養型医療施設
	「その他該当する体制等」欄における

「夜間勤務条件基準」
「４：加算型Ⅲ」
を
「４：加算型Ⅳ」

に変更し、
「６：加算型Ⅲ」

を新設

	「その他該当する体制等」欄における既存届出内容が「４：加算型Ⅲ」で、新たな届出がない場合は「４：加算型Ⅳ」とみなす。

※国保連合会へ提供する事業所台帳のコードは「５：加算型Ⅳ」、「７：加算型Ⅲ」となる点に留意すること。

	９
	短期入所療養介護

介護予防短期入所療養介護

介護療養型医療施設
	「その他該当する体制等」欄における

リハビリテーション提供体制

「１：理学療養Ⅰ」

を廃止し、

「２：理学療法Ⅱ」を

「２：理学療法Ⅰ」
に変更
	「その他該当する体制等」欄における既存届出内容が「２：理学療法Ⅱ」で、新たな届出がない場合は「２：理学療法Ⅰ」とみなす。

	１０
	短期入所療養介護

介護予防短期入所療養介護
	「施設等の区分」欄における
「２：診療所療養型」

「７：ユニット型診療所療養型」

を

「２：診療所型」

「７：ユニット型診療所型」

に変更

	「施設等の区分」欄における既存届出内容が「２：診療所療養型」で、新たな届出がない場合は「２：診療所型」とみなす。
「施設等の区分」欄における既存届出内容が「７：ユニット型診療所療養型」で、新たな届出がない場合は「７：ユニット型診療所型」とみなす。

	１１
	特定施設入居者生活介護
	「施設等の区分」欄における
「１：有料老人ホーム」

「２：軽費老人ホーム」

「３：養護老人ホーム」

「４：高齢者専用賃貸住宅」

を

「１：有料老人ホーム（介護専用型）」

「２：軽費老人ホーム（介護専用型）」

「３：養護老人ホーム（介護専用型）」

「４：高齢者専用賃貸住宅(介護専用型)」

「５：有料老人ホーム（混合型）」

「６：軽費老人ホーム（混合型）」

「７：養護老人ホーム（混合型）」

「８：高齢者専用賃貸住宅（混合型）」

に細分化

	既存の施設等の区分であっても、平成２１年４月以降の算定を拒むものではない。
なお、「その他該当する体制等」に変更のない場合は、本改正かかる届出は不要。

	１２
	居宅介護支援
	「その他該当する体制等」欄における

「特定事業所加算」
「２：あり」

を

「２：加算Ⅰ」

「３：加算Ⅱ」
 に細分化

	「その他該当する体制等」欄における「特定事業所加算」の既存届出内容が「２：あり」で、新たな届出がない場合は、「２：加算Ⅰ」とみなす。

	１３
	介護老人福祉施設
	「その他該当する体制等」欄における

「看取り介護加算」

項目変更なし

	算定要件が変更となるため、再度届出が必要。

	１４
	共通
	その他該当する体制等の届出項目追加
	新設された項目について新たな届出がない場合は「対応不可」または「なし」とみなす。
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